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1．はじめに
　低価法1）は，棚卸資産の評価に古くから使用されてきた処理方法である2）。それは，今世紀初頭にお
ける静態論の時代から今日にいたる動態論の時代へと引き継がれている。低価法は，会計目的が財産
計算にあって保守的な思考を尊重する静態論の時代においては，保守的な思考と適合性をもつ処理方
法とみられていた。しかし，会計目的を適性な期間損益計算として，原価主義を原則とする動態論の
時代においては，当該資産の価値（時価）を問題とする処理方法として，新たな問題提起がなされる
ようになった3）。それはっまり，基本的会計思考の変遷にともなって，低価法自体の理論的意義が異
なって理解されるようになってきたということでもある。
　そこで，本論文では，原価主義会計のもとで展開された低価法の理論性にっいて考察を行うことに
する。なお，本論文では，考察の対象として，1930年以降のアメリカ会計学会（American　Ac・
counting　Association．以下，　AAAと略す）の，1936年に公表された“A　Tentative　Statement　of
Accounting　Prnciples　Affecting　Corporate　Reports”（「会社報告諸表会計原則試案』以下，『1936年
会計原則試案』と略す。），1941年に公表された　“Accounting　Principles　Underlying　Corporate
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Financial　Standars”（『会社財務諸表会計原則』以下，『1941年会計原則』と略す。），1948年に公表さ
れた“Accounting　Concepts　and　Standards　Underlying　Corporate　Financial　Statements”（『会社
財務諸表会計諸概念および諸基準』以下，『1948年会計諸基準』と略す。）を取り上げることにする。
　それは，AAAが1930年代以降これらの見解で原価主義の主張を明確にしてきたこと，　AAAの低価
法に対する理論的解釈は歴史的に推移してきたことに考察対象としての意義がみいだせると考えた
からである。なお，1950年代以降AAAの見解は，これまでの原価主義会計とは趣旨が異なるため，
1948年までの公式見解に限定する4）。考察の方法としては，まず，低価法の歴史的展開を概観したの
ち，それにもとついて理論的観点から低価法を分類整理したいと考える。
　その視点としては，AAAにおける低価法の理論的特質と相違をより明確にするために，棚卸資産
の原価配分における時価（評価）の取扱に注目する。続いて，これらの時価（評価）に対する見解の
相違を明確にし，低価法の理論性をさらに究明するために，客観性概念を一考察視点として取り上げ
ることにする。なお，客観性概念は，今日のAAAにおいても重要な基礎概念を形成している。
　本論文の考察課題は，原価主義のもとで展開された低価法の理論性の考察である。ただし，本論文
は，主張される低価法の理論的一貫性の是非そのものを問題とするものではない。ここでの究明課題
は，低価法が広い支持を受けているという事実認識を前提としたうえで，AAAの会計原則で展開さ
れた低価法の理論構造を会計測定の客観性に関連付けて明確にすることにある。
H．低価法の推移と分類
　本章では，低価法の歴史的推移を概観することによって，理論性究明の一課題である低価法の事実
認識を行うことにする。なお，最終的には，考察された歴史的事実認識にもとついて，原価主義会計
において多様化した低価法の理論的特質と相違を整理することを目的としている。ただし，低価法の
歴史性を考えれば，原価主義以前の低価法の事実認識も把握しておく必要があると思われる。
　1．低価法の推移
　（1）原価主義会計以前
低価法は，「それは前世紀から今世紀にかけて，もっとも広く採用されていた棚卸法」5）であったと
いわれ，今日においても，静態論における低価法は，最も保守的で的確な評価方法として理論的見解
の一致をみている。
　今世紀初頭，企業会計は企業財産の計算・報告を主要課題としていた。このことは，歴史的事実に
したがえば，債権者的立場に立って，企業の財産を保全し実質的な債務支払能力をもつ資産（財産）
の表示を義務づけた大陸系商法における計算規定にみられる6）。この当時は，企業は営業用固定資産
をほとんど持たない非永続企業が想定され，主たる資産（財産）を商品で占めていたことから考えれ
ば，この規定は棚卸資産に対する計算規定としての意義が大きいT）。ここで，大陸系商法の計算規定に
みられるように，企業会計の実質的機能あるいは目的は，企業の社会的責任に関連して，企業を取り
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まく利害関係者の関心に規定されるが8），当時は，企業に対する中心的資本提供者であった債権者が，
企業会計の具体的内容を規定していた。
　静態論は，しばしば，時価主義会計と結び付けられて論じられるが，このことは，一側面として，
企業会計の具体的内容の規定は資産の評価方法にあることを示している。っまり，企業の経済的基盤
が脆弱であった当時，資本提供者である債権者にとっての関心は，資産を「財産」，つまり債務支払能
力を保証する担保物件として「評価」することであり，提供資本の回収に視点をおいた純財産増加額
あるいは純財産減少額を知ることにあった。
　すなわち，債権者は自己の提供した資本を一定の利子を伴って回収することを目的とするが，ゴー
イング・コンサーンを仮定しえない企業経営の不安定な時代には，資本回収にあたって高い危険性も
負っていた。そこで，債権者は，利子を伴った提供資本の回収可能性だけではなく，企業の損失ある
いは倒産を考慮にいれた，自己の提供資本に対する損害額あるいは弁済にあてられる資産の処分額を
知る必要があった。
　また，その判断には，企業の資産を清算価値（liquidation　value）で評価する必要があり，企業会
計には，最低限回収を保証する充分保守的に評価された会計情報の提供が求められた。つまり，低価
法は，会計目的が財産計算にあって保守的な思考を尊重する静態論の時代においては，保守的な思考
と適合性を持っ処理方法とみられていたのである9）。
　②　原価主義会計の時代
　企業は，企業を取り巻く社会的・経済的基盤の発展変化によって，非永続企業の仮定から永続企業
の仮定へ，支配的利害関係者を債権者から投資者へと推移させた。それとともに企業会計の本質的機
能は，企業の経営活動によって獲得された適正な利益を計算する利益計算機能と，企業の経営活動の
状態を投資者に報告する情報提供機能との二っの機能をもって考えられるようになった。
　また，このような基本的会計思考の変遷にともなって，低価法の理論的意義は様々な形で論じられ
るようになった。そして，低価法の理論的意義の多様化は，1930年以降，企業会計を社会的な一つの
制度として確立する動きとともに顕著にみられた。
　企業会計の制度化を背景にして，1930年代以前の不確定要素を会計実務からいかにして排除し，投
資者の要請に応えうる会計情報をいかにして提供するか，企業会計制度を支える信頼性および比較可
能性はいかにして成されるかという問題が生じた10）。
　これに対して，AAAは，企業会計原則の設定にあたり，概念的アプローチ（conceptual　ap－
proach）ないしは全般的アプローチ（overall　approach）を採り，会計実務を支えるべき包括的な枠
組み（frame　work）を強調した会計原則の形成に力を入れた11）。　AAAは1930年代から1950年代まで
の会計原則形成期において，原価主義会計を指向した，『1936年会計原則試案』，『1941年原則』，『1948
年会計諸基準』を公表し，原価主義会計における低価法の意義に関連するいくつかの見解を述べてい
る。
　『1936年会計原則試案』の「序文」では，これまでの会計実務を省みて，財務諸表には著しく不確定
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な要素が含まれていたために会計情報の企業間比較あるいは年度間比較という目的にあまり役立ち
えなかったことを指摘し，原価と価値について明確な区別を行っている12）。そこでは，会計活動は本
質的に評価の過程ではなく，実際の原価及び収益の当期及び次期以降の諸会計期間への配分であると
定義して，取得原価から費消，消滅，あるいは失われた効用を除去し，次期以降の営業活動に見合う
部分を貸借対照表によって繰り延べることを主張している13）。
　ここでは，会計数値の確定性を強調する立場から，通常の多少の価格変動に対して資産の評価替え
を行うことは，一般に「相関性のない価値数値」を生じるものとして，「評価」を首尾一貫した測定記
録及び計算から排除することを述べている14）。「1936年会計原則試案』では，価値数値の不確定性及び
恣意性を指摘し原価のもっ客観性を強調して厳密な原価主義を主張するため，低価法についても「低
価基準を明らかに容認することは，歴史的原価の配分を会計の中心課題とすべきであるという明白な
要請と矛盾する」15）という立場から低価法を原価配分の過程に含めることを認めていない。
　そこでは，「未償却原価以外の価値を引用して示さなければならない時には，これらの価値は，財務
諸表中では情報を提供する目的で補足された補助的な表記事項としてのみ表示されるべきである」16）
とされ，原価配分過程をっうじた測定数値の確定性を強調し，それ以外の価値を引用する必要がある
場合には補足資料として表示すべきであると述べている。
　AAAは，引き続き「1941年会計原則』を公表しているが，そこでも，適正な期間損益計算という会
計の利益計算機能に則した原則的理論として，資産の測定に関してはやはり厳格な原価主義の立場を
主張し，評価行為を排除した厳密な原価主義の維持と正当性の確認を強めているIT）。さらに，『1936年
会計原則試案』の解釈書として知られるPatonおよびLittletonの“An　Introduction　to　Corporate
Accounting　Standards”（『会社会計基準序説』以下，『序説』と略す。）においても，「評価」の否定
と，確定的な数値（検証可能な客観的証拠という伝統的客観性概念に支えられた測定数値）による配
分手続きをとくに支持することによって，低価法を原価配分とは異なる評価方法としてとらえてい
る且8）。
　ただし，『序説』では，低価法を「保守的な態度を示す一手段とすることもできる」19）と述べている。
そこでは，低価法の会計実務における根強い支持を認めて，「価格低落の見えざる影響をもっと非公
式的な形でしか認めない方法よりも適当だという意見もあるかもしれぬ。確かにこの立場には一理あ
る」20）という主張もみられる。
　ここまでの『1936年会計原則試案』を含むAAAの初期の公式見解は，原価概念を基礎的な公理で
あるとみなし，その時その時の価格水準に従って資産価額を評価替えすることを認めず，価格変動に
よる数値を異質な算出数字として除去している。その結果，利益の計算において評価思考をできるか
ぎり排除した厳格な原価主義として主張されるにいたっている。しかし，『序説』の見解をみると，低
価法は厳密な原価主義での利益計算手段としての意義よりも，それを補足する保守的な手段としてな
んらかの意義は認められると解釈できる。
　『1948年会計諸基準』も基本的には『1936年会計原則試案』，『1941年会計原則』の立場を引き継ぎ，
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原価という客観的な基礎にもとつく原価配分を強調する点では首尾一貫しているが，測定に際して
は，取替価値の測定は実際上困難であり，しばしば取替以前のものと異なる資産が設置されることを
理由として，「原価のうち未だ配分の終わらない原価よりも高い額で資産を表示して，原価主義から
背離してはならない」21｝とするにとどまっている。
　また，『1948年会計諸基準』では，「費用」の項を新たに設定して，費用の概念に損失を含めて広義
に解しているn）点は注目に値する。さらに，「次期以降に対応する原価以外の価値数値が充分な客観的
証拠によって裏付けられ，そして，次期以降に対応する原価額より相当に高い場合には，そのような
資料は，その企業の経済的な状況を解釈するのに重要である」as）として，公式見解に原価以外の会計
数値の有用性を認めたことは，これまでのAAAの立場と異なっている。
　つまり，AAAは原価主義について，「価格変動に関するとり上げ方に微妙な変化がうかがえる。す
くなくとも，そこでは，取得原価のみの会計に限定しようという考え方はやや薄くなってきている」24）
といえる。
　そこで，低価法についても，「ある会計期間の費用を決定するにあたって，…残りの原価は，次期以
降の会計期間に配分されうるために…価格水準の下落…により，ある棚卸資産項目の原価を回収でき
ないことが明白な場合にはこのかぎりではない。…販売による手取り分の見積額からその完成及び処
理に必要な直接経費を差し引いた額で表示されるべきである」25）として，原価配分に関して「回収可
能性」という新しい概念を提示し，次期以降にその資産が生みだすと期待される有用な用役を通じて
回収されうる部分を「原価」として認めるにいたっている。とくにこの見解は，棚卸資産の原価配分
方法として低価法を肯定し，これまでの視点を大きく変化させたものと理解できる。
　結局，『1948年会計諸基準』は原価主義を採用しつっも，資産の原初的入帳価額の決定と資産の原価
配分手続きによる測定手段とを分離してとらえ，測定における価格変動による評価が有用でありうる
ことを認め，原価の回収可能性をふまえて低価法の承認をおこなったといえる。ただし，評価とは
いっても，原価配分における評価であって，原初入帳価額の決定にあたって，資産を個別的に評価対
象としている時価主義とは根本的に異なることは明確にしておく必要がある。
　2．低価法の分類
　これまで見てきたように，低価法に関する議論は，原価主義会計以前においては，保守主義と適合
性をもつ処理方法として一致していた。しかし，原価主義会計においては，原価配分での評価に対す
る見解の相違から，二っの意義をもって推移していた。っまり，決算時における当該資産の時価を採
り扱う低価法は，原価配分とは異質の評価方法として把握されるのか，それとも，原価配分と一貫性
を持つ測定方法として把握されるのかが大きな問題であったといえる。そこで，このような観点か
ら，低価法に関する議論は次の二っに分類できる26）。
　（1）二元的構造論
　二元的構造論は，原価配分の構造と評価を異質の次元でとらえることによって，低価法を原価配分
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とは異質の評価方法としてみる見解であるm）。それは，究極的にいえば，棚卸資産の「数量」を根拠に，
つまり，取得原価を販売または消費数量に見合う額と在庫数量に見合う額とに配分することをいい，
決算時点における当該資産の価値とは無関係に，原価の配分を行うことをいう。as）。ただし，『1936年
会計原則試案』，『1941年会計原則』にしたがえば，評価とはいっても，棚卸資産の破損，品質低下，
陳腐化といった物質的ないし経済的価値の評価をも排除するものではない。つまり，棚卸資産の原価
配分での物質的ないし経済的価値にっいての評価は，取得原価を当期の費消・消滅部分と次期以降の
営業活動に見合う部分とに配分するために許容される。
　ただし，低価法は，現時点では価格が下落していても販売時点では価格下落の回復があり得るとい
う不確定性と，破損，品質低下，陳腐化といった物質的ないし経済的価値の問題とは異なった視点か
ら直接的に在庫資産の価値を取り上げるという点で，原価配分とは本質的に異質の測定方法とみなさ
れる。したがって，原価主義において低価法の適用を認めることは，配分と直接的評価からなる測定
体系の二元構造を認めるものとして理解されることになる。
　二元構造論は，価格変動にもとついた評価だけを問題とすれば，先に見た『1936年会計原則試案』，
『1941年会計原則』の厳密な原価主義の規定にみられるes）。しかし，先にみたように，この場合におい
ても低価法は「慣習としての勢力」（the　force　of　custom）を根拠として，補足資料としての意義を認
める。つまり，低価法の機能は，厳密な原価主義にもとついて行われた測定結果を解釈するための情
報有用性の観点から適用が容認されることになる。
　ただし，補足的な資料を提供するための低価法は，やはり，保守的な態度を示す一手段としての解
釈資料であることが前提となり，不確定な要素を含む会計資料として保守的な数値のみを選択するこ
とになる。このような意味から，「1936年会計原則試案』，『1941年会計原則』にみられる二元構造論
は，低価法を原価配分とは異質の評価（正確には価格変動にもとつく確定性の低い会計数値を付する
行為）を含むものとして，理論的には理解されるが，情報提供手段，つまり厳密な原価主義によって
確定された測定数値の解釈資料として，その存在意義を認めるものと説明できよう。
　（2｝一元的構造論
　この見解は，低価法を資産の価格変動をとりいれた原価配分の精緻化過程とみる見解，つまり次期
以降に配分されるべき原価は回収可能な有用な原価でなければならないとする立場にもとついて，そ
の有用な原価を繰越す配分基準が低価法であるとする主張である3ω。
　そこでは，低価法が配分とは異質の評価方法としてではなく一貫性を持つ配分方法として原価配分
過程の中に組み込まれて理解される。ここでは，低価法は，棚卸資産の販売時点での回収可能性の観
点から「価値」を考慮するのであり，取得時点での直接的・個別的な評価行為を目的とする時価主義
会計とは評価自体の意義も全く異なるものである。
　この原価配分の配分方法とみる見解は，先に見たAAAの『1948年会計諸基準』にみられた「棚卸
資産諸項目の原価にっいて，…残りの原価は，次期以降の会計期間に配分せしめるために，貸借対照
表に掲記して繰り越すべきである。ただし，破損，品質低下，陳腐化，型の変更，供給過剰，価格水
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準の下落，その他の理由のいずれからにもせよ，ある棚卸資産項目の原価を回収しえないことが明白
は場合にはこのかぎりではない」31）という主張にみられるところである。『1948年会計諸基準』の見解
は，低価法の理論的構造を原価配分に一貫する測定方法として，棚卸資産の販売時点における「回収
可能性」の観点から一元的にとらえている。したがって，棚卸資産の原価配分の根拠として，「数量」
あるいは「物質的ないし経済的価値」にもとつく配分過程と同列に「価額水準の下落」はとらえられ
ることになる。
　そこでは，時価は，主観の介入余地が高いという点で，客観性・信頼性の観点から問題は残される
が，原価配分の構造と評価行為を同質的にとらえようとすることで，低価法は原価配分と一貫した測
定方法としてみなされることになる。また，時価（価値）は，棚卸資産の販売時点における回収可能
性の尺度として，在庫資産の「原価」と比較され，販売による回収能力の「測定尺度」として同質的
であり一貫した説明がなされる。
　さらに，時価を原価配分の一貫として考慮することは，利益決定上の問題と関連することとにな
り，分配可能利益計算という企業会計の目的的機能から要請される未実現利益の排除の制約をうける
ことになる。このことは，低価法が，分配可能利益計算の具体的な適用形態として，価格変動の下落
だけを問題とすることと関連している。
　以上，低価法の推移にもとついて低価法を一元的構造論と二元的構造論とに分類したが，先に見た
低価法の推移と考え合わせれば，最終的にAAAの低価法に対する理論的意義は，二元的構造論から
一元的構造論への変化，あるいは低価法を厳密な原価主義によって測定された解釈資料としての位置
づけから，回収可能な原価を繰越す測定方法の位置づけへの変化として認められる。
　しかも，AAAが低価法の理解にあたって一貫していたのは，低価法の有用性を何らかのかたちで
認あてきたことであり，それは歴史的には，むしろ，低価法に関わる評価を積極的に原価配分の視点
として位置付けようとしてきたとも理解できる。
皿．客観性概念との関連
　今日にみられるように，企業会計は，一っの制度としておこなわれることから，低価法にっいても，
制度的計算における一つの処理方法としてみなされる。それは同時に投資者の期待と要請に応えうる
信頼された財務諸表を提供するという企業会計の社会的責任の一端を担い具体化されて実行される
ことになる。
　そこで，企業会計においては，客観性は，企業会計制度を支える重要な信頼性確保の基本的用件と
して必然的に認識された基礎概念となる。客観性の主張は，会計測定に関連して，あるいはまた時価
や評価行為と会計制度との適合性から，Paton－Littletonの『序説』以来，　AAAによって強調された
基礎概念である。そして客観性概念は，今日認められるところでは実に様々な形で述べられている。
　以下，本章では，会計測定を客観性の観点から考察するが，ここでもとくに，棚卸資産の測定を念
頭におくことにする。なお，本章では，客観性概念に関する三つの見解を取り上げるが，その順序は
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低価法の歴史的推移と一致している。
　（1）二元的構造論に関する客観性概念（Paton－Littletonの客観性概念）
　この客観性概念は，『序説』における「検証可能な客観的証拠」（veaifiable，　objective　evidence）
という基礎概念に代表される客観性概念であり，企業会計の絶対的ないし普遍的な機能である会計の
手続的機能（operational　function）を重視する客観性概念ともいえるsa）。『序説』では，客観性を「事
実を個人的な偏見から乱すことなしに表現すること…すなわち，心理状態，希望，偽囁の作為などの
個人的誤差が結果に影響を及ぼす『主観的』（subjective）という言葉と対照的なもの」ss）と定義して
いる。そこでは，具体的に，
　①記録された収益は，相互に独立した当事者間の真実の販売から製作された客観的な証拠としての
み有効とされること。
　②記録された支出は，その取引に関する確実な営業上の文書によって備えられた客観的な証拠を基
礎としてのみ有効とされること。
といった二点を用件としてあげ鈎），会計測定が測定者間の個人的な偏向によって歪められないことを
立証するためには，測定がある程度確定的な収支的事実にもとついておこなわなければならないこと
を示唆している。『序説』では，客観性概念を，非個人的で外的な収支的事実との関連性から，記録さ
れた収支的事実にもとついているとすれば，それは客観性に保証された会計数値としての妥当性をも
っと考えられているのである。
　ここで，客観性概念を具体的に判断するために，「序説』は「証拠」と「検証可能性」を提示する。
ここでいう「証拠」は，事実を確かめるための手段っまり証明を行うたあの手段として定義され，実
質的には「確実な営業上の文書」を示す35）。また，「検証可能性」は，真実を保証し事実の的確さを試
験すること，あるいは主張を実証することといった行為を意味している36）。
　つまり，『序説』でいう客観性概念によれば，収支的事実を示す確実な文書によって，会計数値を実
証しえるものこそ会計記録の真実性を保証する。したがって，客観性概念は，財務諸表によって表現
される取引事実から個人的主観を排除し，曖昧な主観により左右されない会計記録を作成する実質的
基盤を提供するものである。さらにいえば，『序説』では，客観性概念は，「信頼しうる情報を提供す
るという会計の重要な機能を正当に遂行するうえに必要な附属物」3T）として，会計の手続的機能を重
視するものといえる。
　ここで，検証可能性と結びっいた客観性は，当然，会計測定の基本的な用件として認められなけれ
ばならないが，上述の主張からみれば，会計測定における客観性は，測定者間の個人的な偏向の有無
をテストするための事実と測定数値との照合を可能にする検証可能な証拠によらなければならない。
そこで，交換取引に依拠して検証可能な取引価額を反映した「原価」によって，もっとも確定的な事
実にもとついて測定数値を提供する厳密な原価主義会計が支持されることになる。
　さらに，原価配分は，会計測定および会計報告の信頼性を保持するたあに，客観的な配分根拠にも
とついて行われる必要があり，主観の介入を阻止できない評価は原価配分の構造からは排除されるこ
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とが主張される。その意味で，検証可能な客観的証拠は，「数量」を根拠とする配分に焦点をあてて規
定されているとも考えられる。
　しかし，会計測定が，発生事象の完全に客観的な証拠に限定されることは，ゴーイング・コンサー
ンという長期的な観点に依拠する会計数値の提供を満足させない。っまり，客観性が検証可能性とい
う要請を完全に満たそうとすることによって，決算時点で未だ販売・費消はしていないが，販売可能
性のない棚卸資産の測定は，全く果たしえないものとなる。っまり，この限りでは，検証可能な客観
的証拠は，交換取引にもとつく個別的な収支事実を重視した絶対的客観性概念といえる。いいかえれ
ば，棚卸資産に原価配分を適用する場合，避けられない価値減少等の測定は測定者の個人的な偏向が
含まれるとして取り除かれ，会計の絶対的ないし普遍的な機能とみなしうる手続的機能は厳密に守ら
れる一方で，現実的な適合性と明らかに乖離する会計数値を提供するものとなる。
　そこで，『序説』では，会計は，決して完全に科学的にはなれないために，「事実に関する資料は決
して完全なまた決定的な客観性を持って決定されえない」38）と指摘している。そこでは，会計処理を
裏付ける客観性の程度を①完全な客観性②得心のいく程度の客観性③疑わしい程度の客観性④明ら
かな非客観性の四っに分類し，客観性概念にある程度の相対的性格を認めている39）。
　この主張は，会計測定が取引事実による収支的事実としての客観性に加えて，当該事実に関する会
計処理面，つまり棚卸資産の原価配分過程の評価（「物質的ないし経済的価値」を根拠とする配分）を
ゴーイング・コンサーンの観点から認める見解と考えられる4°）。それは，「客観的な事実は，決定的に
客観的でなくとも信頼しうるに足りうる」41）としてうえで，「もし得心のいく程度に客観的であれば，
かかる事実は得心の行く程度に信頼しうる」42）という主張にみられるところである。
　「序説』における客観性は，現実的認識と結びついて，最終的に，会計測定上の相対的な客観性概念
として主張されるが，特徴的であるのは，客観性が証拠によって検証されるということである。そこ
で，検証可能性と結びついた客観性概念は，測定者の偏向を，確定的な事実と測定数値との基礎的な
関係に焦点をあてて規定され，交換取引に基づく収支的事実との個別的な事実関係を重視して原価配
分を行うことが原則とされる。さらに，実質的には，広範な経営活動において行使される個人的判断
の結果を，会計の計算では，証拠による検証可能なものに限定することで客観性を保証しようとする
ものである。
　（2）構造論の変化に関する客観性概念（H．E．　Arnettの客観性概念）
　このような，客観性概念に対して，H．　E．　Arnettは，「『客観性』は，会計記帳に際して考慮すべ
き事柄の一っである。それは，必要条件ではあるが，それだけでは会計資料の記録を正当化するだけ
の条件とは成り得ない」43）として，客観性が検証可能な証拠によるものだけを支持するものではない
ことを示唆しているようである。Arnettは，会計測定を，
　①確定的な事実にもとついて，測定者の個人的な偏向の有無を，検証可能な客観的証拠によってテ
ストすることができる測定数値。
　②確定した事実に基づいて測定を行うことが困難なために，測定者の個人的な偏向の程度を，検証
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可能な客観的証拠によってテストしえない測定数値。
の二っがあることを明確にし，客観性概念を積極的に広く解釈しようとしている“》。
　さらに，『序説』の見解が，個人的な偏向の有無をテストできる客観性を重視したのに対して，個人
的な偏向の程度をテストしえない客観性の考察にも関心をおいている。そして，Arnettは，会計測定
に関して，測定対象の性質と取引事実との相対的事実関係の合理性に着目し，測定された数値が「主
観的な見積り」（subjective　estimate）ではなく「合理的な近似値」（reasonable　approxmations）を
表示するものであれば有用であるということも述べている45｝。
　この見解は，ある意味で企業会計における仮定的な計算と共通する部分がある。っまり，原価主義
会計では，測定技術上，いくっかの仮定的な事実にもとついた処理がなされている。たとえば，棚卸
資産の一連の配分過程にっいても，配分基礎となる原価の決定は，原価の流れが仮定され，測定には
先入先出法や後入先出法といったいくっかの測定方法が存在する。また，物質的あるいは経済的価値
はいくつかの合理的な指数を選択する必要が避けられない。
　そこで，特定の測定対象に適用する具体的処理方法の選択にあたっては，経営の実体に適合した最
良の方法が選択されるが，最終的な選択の判断は測定者に委ねられている。したがって，同一の経済
事情に対して，測定者の選択した仮定あるいは測定方法等が異なる場合には，異なる測定数値がっく
りだされる。しかし，会計計算の計算思考自体がなんらかの仮定を前提としている以上，計算された
数値には「仮定的な数殖」であり，経済的事実を「合理的な近似値」として表記しているとも考えら
れる。
　つまり，特定の測定対象に対して，ある合理的な範囲内で認められた選択の幅から一っの方法や数
値を決定して使用したとしても，それはむしろ「主観」としてよりも「合理性」にもとついた選択で
あれば客観性は保持される。そこではもはや，検証可能な客観的証拠によるテストは不可能であるた
め，測定方法の継続的適用や選択にあたっての指針を守らせることによって主観性の介入を制限し客
観性を保証させることになる46）。低価法における時価にっいても，市場価格が客観的ではないという
理由によって排除されるものではなく，「原価」と「時価」という選択数値の幅（一貫性）を問題とし
て客観性が論じられることになる。
　（3｝一元的構造論に関する客観性概念（P．E．　Fertingの客観性概念）
　P．E．　Fertingによれば「会計における客観性の目的は，会計報告書に偏向がないことをその利用
者に保証することにあるので，会計測定を裏づける証拠の検証可能性が必要であるけれども，それだ
けではこの保証を与えるには十分ではない。すなわち，会計報告書に偏向がもち込まれる可能性は，
不十分な検証可能性しかもたない証拠を用いることによってだけでなく，会計の目的に照らして不適
当と判断される測定方法を用いることによっても起こる」47）と主張される。っまり，会計測定におけ
る伝統的客観性概念は，特定の会計測定システムのもとで会計情報をつくりだし，技術的測定過程に
限定された測定者の個人的な偏向を検証可能性との関連から排除することが問題となるが，Ferting
のいう会計測定の客観性は「会計目的」との関連性が最大のポイントとなる。
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　っまり，ここでいう客観性概念は，検証可能性と結びっく客観性概念に対して，ある意味では実質
的な「（社会的）合意概念」としての客観性概念である。これまでの客観性概念が会計の手続的機能を
尊重した概念であるのに対して，「会計の社会的役立ち」を考慮した目的的機能（purposive　func－
tion）を第一とする客観性概念であるといえる。
　ここでは，一定の測定数値の検証可能性だけを問題とするのではなく，会計目的に規定された測定
システム自体の問題から出発し，その一貫として測定（評価）方法の決定をも含んで客観性が取り上
げられることになる。たとえば，債権者の関心に適合した会計報告の客観性は，保守主義に支えられ
た財産計算として，さらに資産を債務支払能力をもっ財産として売却可能価値で表示することで社会
的合意を満たして客観的であるとみなされる。
　また，長期的資本提供者を支配的利害関係者とする今日においては，単なる決算時点における確定
的な投下資本回収剰余の意味における「利益」に対する関心だけではなく，将来の収益活動に対する
関心等も客観的会計目的として取り上げられ，その目的を達するような会計処理方法が客観的な処理
方法として合理性を持っ。
　そのため，合意概念としての客観性は，会計目的を規定する支配的な会計報告利用者の関心によっ
て推移し，会計報告の利用者の判断によって決定される趣旨のものである48）。しかも，客観性の程度
は利害関係者との関心適合性の程度とほぼ一致される。したがって，合意概念としての客偏性は社会
的な変化とともに変化する相対的性格の強い歴史的な客観性概念といえる。
　さらに，社会的合意にもとつく客観性概念に規定される測定数値は，測定者の判断や選択を伴う評
価行為をできるかぎり排除した検証可能性の高低のみを基準にした測定数値である必要がない。そこ
では，企業の財政状態および経営成績の実質的あるいは社会的な尺度にもとついた有用性の観点から
合理性をもつ測定数値が採択されることになる。
　それゆえ，客観性概念は，会計測定過程における測定者の個人的な偏向の程度に関する現実的認識
に向けられているのみならず，特定の会計情報に関する利用者への社会的合意の程度といった現実的
認識へも向けられる。したがって，会計測定の具備すべき特性は，もはや測定者の不偏性としての客
観性のみならず，利用者への不偏性としての有用性をも含むことになる。
　このような意味において，検証可能性という一義的なテストからは断定することはできなかった測
定数値の把握は，原価配分におけるある程度の主観性（評価行為）を不可避的なものとしてとらえ，
積極的な有用性の反映のたあに価格変動と資産価値との相互関係を把握することこそ必要になって
くるといえる。ただし，その主観性は企業会計の全体的な調整によって制約を受ける。っまり，利害
関係者の多様化した現在においては，株主と債権者の利害の調整を行うことも，社会的合意の重要な
要素となるため，具体的には，企業会計の基本目的である分配可能な利益の計算に制約を受けること
になる。
　そのような意味で，社会的合意にもとつく客観性概念においても，測定者の無制限な主観性を認め
ることにはならない。具体的には，利益数値は分配可能な実現した数値を提供しなければならないた
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め，主観性はある意味で，保守主義によって制約されるといえる49）。
　ただし，ここでの保守主義は，直接的に利益を過少に表示することを目的としたものではなく，会
計目的から規定される測定過程のなかに組み込まれたものである。なぜなら，合意概念としての客観
性は，会計の測定構造との関係からいえば，有用性を積極的に反映するための概念としてとらえら
れ，保守主義は，統一的な判断指針を提供し，測定数値の選択の幅を限定することによって恣意性を
排除するために適用されるものである50）。そこで，結果的に，合意概念としての客観性は保守主義と
結びついて概念規定されるといえる。
　これまで，客観性概念を会計測定との観点から概観してきたが，取り上げた三っの見解は，低価法
の歴史的推移と一致している。そして，これらの特徴点をあげれば次のことがいえる。
　（1）の客観性概念は，信頼しうる情報提供手段としての会計の手続的機能に焦点をあて，客観性を
「検証可能な客観的証拠」と結びっけて概念規定している。ここでは，継続企業を前提とする長期的な
観点を反映する会計数値の測定のために，客観性の相対的性格を認めているが，できるかぎり不確定
な測定数値を排除しようと考えられている。
　そこで，この客観性は，客観性を検証し収支的取引事実を重視することに特徴づけられる。そこで
は，客観性は，個人的主観対照的に論じられ，財務諸表から測定者の個人的な偏向をできるかぎり排
除することによって優れた測定数値を提供することから，「測定数値自体」に焦点をあてた概念規定
とも考えられる。
　それに対して，②の客観性概念は，客観性概念を会計記帳に対して考慮すべき条件の一つとしてと
らえ，収支的事実にもとつく検証可能性という客観性概念をより広く解釈している。そこでは，とく
に個人的な偏向の程度を確認しえない測定数値に関して，「合理的な近似値」という観点から，客観性
の相対性あるいは弾力性を許容している。
　「合理的な近似値」は，測定対象の性質を会計数値として表示するものであり，会計測定技術上の仮
定的な事実を前提としていることから，「測定技術の客観性」に焦点をあてた概念規定ともいえよう。
つまり，（2喀観性概念は，合理的な範囲内における数値は「主観的」としてよりも「合理的」に許容
されるのであり，継続性や選択における指針を守らせることで客観性は保証される。
　さらに，（3｝の客観性概念は，「会計の目的的機能」に焦点をあてた「社会的合意」を尺度とする概念
規定がなされる。そこでは，会計目的に規定された測定システム自体の妥当性から出発し，その一貫
として測定数値や測定技術の客観性が論じられることになる。
　合意概念としての客観性概念は，上記二っの客観性概念よりも相対的な性格が強く，最終的には財
務諸表利用者によって客観性が判断されるため，基本的には「原価」か「時価」かという問題よりも，
測定システムの中での会計数値としての有用性が問題とされる。その意味では，測定において主観の
介入の可能性をもっとも多く含んだ客観性概念としてとらえられるが，主観性は，今日の企業会計の
主要目的である分配可能利益の計算目的によって，保守主義の適用を必要条件とすることになる。
　最終的に，これらの客観性概念は，どこに客観性の判断視点をおくかはことなるが，歴史的な推移
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を考えれば，低価法の構造論における評価の許容範囲を拡大して意義づけるものといえる。
IV．おわりに
　企業会計は静態論における時代から常に社会的なものであった。それは，企業を取り巻く社会的・
経済的基盤によって，また，利害関係者との関係によって規定され推移してきた。財産計算の時代に
あっては，低価法は，保守主義思考と適合性を持つ棚卸資産の評価方法として使用されてきた。しか
し，1930年以降，原価主義会計への移行によって低価法の意義と理論的位置づけは大きく変化するこ
とになった。
　しかも，原価主義会計の発展変化にともない，低価法の理論的位置づけと意義はさらに変化するこ
とになる。その変化が顕著に見られたのは，AAAの一連の公式見解である。その変化は，理論的には
二元的構造論から一元的構造論への変化として，低価法の意義としては原価配分とは区別された補足
的情報提供手段から，原価配分の精緻化としての回収可能な原価を繰越す手段への変化として認めら
れるものである。
　この変化の背後には，企業会計が制度として，情報提供の対象となる利害関係者に対して信頼でき
る有用な会計報告を行うための社会的責任をどのようにして果たすべきかという問題がある。今日，
会計制度の信頼性確保の基本用件である客観性概念は，AAAの低価法の推移と密接に関連してい
る。
　それは，当初，検証可能な客観的証拠という概念規定によって，測定数値あるいは会計の手続的機
能それ自体を検証することが，信頼できる有用な会計報告として考えられてきた。しかし，検証に
よって個人の偏向を完全に排斥することは同時に現実的認識から離れた測定数値を利害関係者に提
供することになった。っまり，必ずしも本来の会計目的である利害関係者への情報提供機能は，証拠
を検証することによっては満足させるものではなかった。
　それは時代の進歩とともに，企業会計に内在するいくっかの仮定にもとつく数値の合理性，あるい
は将来の企業の収益獲得能力と結びっいた価値の利用にっいて考えられるようになった。いいかえれ
ば，これまでは会計は，絶対的・普遍的な手続的機能を保持することが，社会的にあるいは利害関係
者に役立ちうると考えられてきたが，その機能はむしろ，会計報告の利用者である利害関係者によっ
て規定される目的機能を重視して判断されるようになったのである。
　結果として，低価法は，当初，評価を含む会計処理方法として原価配分で二元的にとらえられてき
たが，客観性概念が「証拠による検証可能性」から「近似値としての合理性」さらには「社会的合意
にもとつく有用性」として規定され，それとともに，評価そのものに対する意識が変化したことで原
価配分の中に一元的にとらえられてきたといえる。低価法は，そのような認識の中で，決算時点にお
いて回収された投下資本の回収剰余としての利益計算を単に解釈するための方法から，その視点はむ
しろ，将来における回収可能な原価を繰越す手段として，社会的な合意の観点から大きな意義を持っ
ことになったのである。
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